
特別区が課税都が課税

市町村民税（個人分）

軽自動車税

市町村たばこ税

鉱産税

市町村民税（法人分）

固定資産税

特別土地保有税

普通税

入湯税事業所税

都市計画税

目的税※ 都に留保された調整税等（44％）については、
消防費、都市計画事業（下水道、公園整備等）等
の財源として充てられる。

調整率（100分の56）×

＝ 特別区財政調整交付金の総額

東京都

普通交付金（94％分） 特別交付金（6％分）

特別区財政調整交付金の総額

②特別区財政調整交付金

①調整税等・調整率

特別区

基準財政需要額

費目
・議会総務費
・民生費
・衛生費
・清掃費
・経済労働費
・土木費
・教育費
・その他諸費

算定方法
測定単位×
補正係数×

単位費用

普通交付金

基準財政収入額

算定方法

特別区民税
たばこ税
地方消費税
交付金 等

85％

災害等の特別の
財政需要 特別交付金

特別交付金は、災害等基準財政需要額では算定
されない特別の財政需要がある場合に交付

普通交付金は、各区別の基準財政需要額と基準財政収
入額により算定

※ 基準財政需要額－基準財政収入額＝普通交付金
※ 基準財政需要額＜基準財政収入額の場合は不交付

※ 区別算定の結果、各区の普通交付金の合計額が普通交付金の総額を超える場合は、総額に見合うよう
各区の普通交付金額を割り落とす。

都区制度の概要

１．制度の趣旨

都区制度は、東京都の特別区の存する区域において、人

口の高度に集中する大都市地域における行政の一体性及

び統一性の確保の観点から、当該区域を通じて、都が一体

的に処理することが必要であると認められる事務を除いた

上で、一般的に市が処理するものとされている事務を特別

区が処理することとするものである。

２．事務配分の特例

都は、都道府県が処理する事務のほか、特別区に関する

連絡調整に関する事務、市町村の事務のうち都が一体的

に処理することが必要であると認められる事務を処理する。

・ 上水道の整備、管理運営

・ 一般廃棄物処理施設の設置の許可

・ 産業廃棄物処理業の許可等

・ 都市計画の決定（上下水道・電気ガス供給施設・産業

廃棄物処理施設・市場・と畜場等に関するもの）

・ 公共下水道の整備・管理運営

・ 消防に関する事務

３．都区財政調整制度

都と特別区及び特別区相互間の財源の均衡化を図り、並

びに特別区の行政の自主的かつ計画的な運営を確保する

ため、都が法定の都税（市町村民税（法人分）・固定資産

税・特別土地保有税）及び法人事業税交付対象額・固定資

産税減収補塡特別交付金の合算額の条例で定める一定の

割合を、特別区財政調整交付金として特別区に対して交付

することにより、都と特別区及び特別区相互間の調整を図

るもの。（右図）（令和７年４月１日現在）

調整税
法人事業税
交付対象額

＋ ＋
固定資産税減収
補填特別交付金


